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平成２１年度 ６月補正予算案 

 

 

 １ 規 模  

 一  般  会  計     １２３億３，８９７万円 

    （債務負担行為）     （６億３，８３３万円） 

企  業  会  計        ９億７，２０３万円            

総       額      １３３億１，１００万円 

 

 ２ 補正予算案の概要  

Ⅰ 一般会計補正予算案 
  国の平成２１年度１次補正予算に迅速・的確に対応するとともに、雇用情勢の急激

な悪化に対処するため、緊急雇用創出事業、ふるさと雇用再生特別基金事業を実施す

る。 

また、福祉３医療については、県の制度改正等を勘案しながら、所要の制度改正を

行う。 

この結果、本市の６月補正の規模としては、一般会計、全会計ともに過去最大の規

模となっている・ 

       

【緊急経済・雇用対策関連 １２１億円】 

（１）公共事業等の追加             １０７億７，８０５万円 

   国の平成２１年度１次補正予算等により補助内示増が見込まれる道路、街路、 

公園、港湾、学校施設等の整備に要する経費を計上するもの。 

                             （単位：百万円） 

 区分 国の平成21年

度１次補正分 

その他内示増が 

見込まれるもの 

合 計 

① 林道事業 65  65

② 道路事業 1,232 130 1,362

③ 河川事業 93  93

④ 街路事業 1,210 332 1,542

⑤ 公園事業 1,310  1,310

⑥ 港湾事業 3,024 475 3,499

⑦ 市営住宅整備事業 68  68

⑧ 学校施設整備事業 2,739  2,739

⑨ 環境共生住宅モデル事業 100 100

 合計 9,741 1,037 10,778
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 ①林道事業                       ６,５３０万円 

   貫山線、（仮）辻三線、塔ヶ峰線 

 

 ②道路事業                   １３億６,２００万円 

   国道１９９号（砂津バイパス）、国直轄事業（黒崎バイパス）ほか 

 

 ③河川事業                      ９,３００万円 

（債務負担行為 3億３，６００万円） 

   紫川、江川 

 

 ④街路事業                   １5億４,２００万円 

   中央町穴生線、９号線（熊谷工区） 

小倉駅北口交通アクセス環境整備ほか 

 

 ⑤公園事業                   １３億１,０００万円 

   （仮称）前田中央公園、響灘緑地、勝山公園ほか 

 

 ⑥港湾事業                   ３４億９,９００万円 

   新門司地区（航路、泊地等）、響灘地区（臨港道路）ほか 

 

 ⑦市営住宅整備事業                  ６,７５０万円 

   市営住宅耐震改修 ４棟 

 

 ⑧学校施設整備事業               ２７億３,９００万円 

  ■地上デジタル対応テレビ等整備事業     （１６億３,９００万円）    

   ・国の「スクール・ニューディール構想」を踏まえ、わかりやすい授業の 

実現を図る。 

・全小・中・高・特別支援学校、幼稚園に５０インチデジタルテレビを整 

備する。  3,590台 

   ・全小・中学校、特別支援学校（小・中学部）に電子黒板を１台整備する。 

  

 ■学校施設太陽光発電導入事業        （１１億円） 

   ・国の「スクール・ニューディール構想」を踏まえ、小・中学校において、

太陽光発電設備の積極的な導入を図るもの。対象校６０校 

 

 ⑨環境共生住宅モデル事業                  １億円 

   家庭からの二酸化炭素の排出量の削減のため、エコハウスを建設し、その

普及を図る。 
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（２）消費拡大・にぎわいの創出  

  子育て応援特別手当支給事業            ９億８，２８０万円 

  国の施策を受け、不況下における子育て世代を支援するため、子育て応援特 

別手当を第１子まで拡大して、再度、支給するもの。 

   

  手 当 額：１人あたり３６,０００円 

対 象 児 童：平成２１年３月末において３歳～５歳の子 約 26,000人 

    支給対象者：対象となる子の属する世帯主 

 

 

（３）雇用の創出                     ３億  ８１２万円 

雇用情勢の悪化に対応するため、雇用創出事業を実施するもの。 

 

① 緊急雇用創出事業                ２億１，０２５万円 

１９事業 雇用者数１４９人、うち新規雇用１３３人 

 

② ふるさと雇用再生特別基金事業            ９，７８７万円 

（債務負担行為 3億２３３万円） 

１０事業 新規雇用者数３１人 

 

 

【その他】 

 

（４）福祉医療制度の見直し                ８,２２０万円 

福岡県の単独公費医療費支給制度が平成２０年１０月より改正されたこと

を受け、本市医療費支給制度についても平成２１年１０月に改正を行うもの。 

 

     乳幼児医療費                    ８,５７０万円 

     母子家庭等医療費                 △２,３７０万円 

     重度障害者医療費                  ２,０２０万円 
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（５）消費者行政活性化事業                １,１９０万円 

「福岡県消費者行政活性化基金事業補助金」を活用し、法律無料相談の拡

充や相談窓口の広報等に要する経費を計上するもの。 

 

（６）自転車共同利用支援事業                  １億１,５００万円 

過度なマイカー利用から公共交通や自転車への利用転換を図るため、街な

かでコミュニティサイクルの利用環境の整備に要する経費を計上するもの。 

実施地区：小倉都心部、八幡東田地区 

 

 

（７）黒崎中心市街地「人に優しいまちづくり」実証実験事業  ３００万円 

黒崎商店街に樹木とベンチを設置し、憩いの場所を創出するための経費を

計上するもの。 

 

 

（８）上水道事業会計出資金（安全対策出資金）        ５,７９０万円 

水道局の安全対策事業の増額補正に伴い、一般会計からの繰出金の増額補

正を計上するもの。 

 

 

 Ⅱ 企業会計補正予算案 

 

（１）上水道事業会計                 ４億１,５４１万円 

    配水管改良事業、太陽光発電設備の導入等に要する経費を計上するもの。 

 

 

（２）工業用水道事業会計               １億５,６６２万円 

配水管改良事業等に要する経費を計上するもの。               

 

 

（３）下水道事業会計                 ４億円 

    雨水整備、地震対策等に要する経費を計上するもの。 


